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1.　研究の枠組み
（1） 研究目的
① 法人後見 NPO
本稿は法人後見を受任する非営利活動法人（以下、「NPO」とする。）に焦点を当て
る。NPO は、同じように法人後見を受任する社会福祉協議会（以下、「社協」とする。）
に比べて組織運営の独立性が高く、経営リスクを負いながら成年後見業務を遂行して
いる。法人後見を受任する千葉県の NPO2 団体を調査対象として分析する。調査対象
をこの NPO2 団体とした理由は、法人後見に早期から取り組み実績を上げていること、
および聞取り調査の利便性に優れていることの 2 点である。そして、法人後見の受任
と後見業務が継続的に成り立つための NPO の強みと課題を導出する。この事例分析を
踏まえ、NPO 全般の役割、メリット・デメリット、課題を概観し、最後に課題の解決
策を考察する。
② 背　景
成年後見制度は 2000 年 4 月に施行され、法定後見と任意後見の 2 つに分かれる。法
定後見は、民法に定められた申立人が家庭裁判所（以下、「家裁」とする。）に対し後
見人等の選任の申立を行い、家裁が審判にて成年後見人を選任する。2016 年暦年実績
において、家裁から選任された後見人と本人の関係は、親族後見 （2）が 28.1％、親族以
外の第三者後見 （3）が 71.9％である。後者の第三者後見 （4）の中で、「その他法人」、「社
協」、および「専門職法人」を合わせた 2,627 件が法人後見である （5）。「その他法人」
には社会福祉法人と NPO が含まれる。法人後見は成年後見制度導入時に新たに認め
られた形態である （6）。同制度の立法審議過程の記録によれば、法人後見の目的は成年
後見人等の体制拡充であったと考えられる （7）。同制度施行後の 10 年間、法人後見の受
任件数は全件数の 2％以下と限られていた。ところが、2010 年以降、法人後見の受任
件数は徐々に増え続け、2015 年～2016 年に全受任件数の 7.4％～7.6％、第三者後見の
10.5％～10.6％を占めるようになった （8）。
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（2） 先行研究と課題設定　
① 先行研究
2010 年以降、全国で社会福祉法人、NPO による法人後見が次第に活発化し、受任
件数が徐々に増加した。このため、研究者の法人後見に対する関心が高まり、法人後
見が研究対象に取り上げられるようになった。先行研究に西森（2013/2015）がある。
この論文は、1999 年に成立した成年後見法制の立法審議過程の記録を子細に分析し、
法人後見が認められた背景と目的を分析している。また、法人後見の特性である継続
性の確保について、個人で成年後見人を担当する専門職後見人と法人後見を受任して
いる社会福祉法人の双方へアンケート調査を行った。この結果、法人後見における継
続性の維持の特性が、個人の専門職後見人からも必要とされていることを確認し、ま
た、社協の法人後見により継続性の維持の特性が実際上生かされていることを実証し
た。法人後見の事例研究に関して、西田（2016）は神奈川県の NPO3 団体を、今村
他（2011）は北九州成年後見センターをそれぞれ取り上げ、各団体の運営の特徴や課
題を分析している。湯原他（2015）は、法人後見の複数の組織に跨る受任事案に焦点
をあて、その受任事案の中身がどのような性格であるか分類し、内容を分析している。
NPO よこはま成年後見つばさ（2017）は、「法人後見の現状と課題」ならびに「法人
後見の利益相反に関する調査」を中心に実態調査に基づく報告書を作成している。
② 課題設定
以上の先行研究において、法人後見の動向、立法目的、社会的役割がおおむね理解
できるようになった。しかし、法人後見の具体的事例、とりわけ NPO の活動分析は十
分とは言えず、NPO による法人後見の実態と展開可能性を考察する必要がある。その
理由は、自らの意思で主体的に活動する NPO は、今後の後見需要増大に対応できる能
力と意思を持つ成年後見主体の一つと考えられるからである。
本稿では千葉県の NPO2 団体を取り上げる。NPO–A は、過去 11 年間に多数の法人
後見受任実績を持ち、成年後見業務に従事する NPO 会員（以下、「会員」とする。）は
行政書士が中心である。行政書士は、成年後見において業法上の報酬を受け取れない
ので、形式的には NPO に所属する市民後見人として従事している。専門職 NPO–B は、
受任実績は少ないものの、公益法人の助成金を獲得し「地域後見推進事業」に取り組
む市民後見人団体である。NPO2 団体は、いずれも認定 NPO 法人であり財務体質が比
較的優れている。両 NPO 理事長は、法人後見受任の実績が積み上がるにつれて社会的
責任が重くなり、法人後見の特性である継続性の確保が NPO の責務であることをよく
理解している。しかし、NPO の継続性の確保には、不断の経営努力が求められる。法
人後見 NPO は事業内容が限られ収益性が低いため、経営が難しい。従って、NPO の
経営能力を高め、財務体質を改善することが、NPO の共通課題である。本稿ではこの
課題の解決策として、NPO と企業 CSR の協力を、具体的な事例を参照しながら考察
する。本稿の研究手法は、NPO2 団体理事長への聞き取り調査、資料調査と法人後見
の文献調査である。本稿にて団体名や当事者名を伏して NPO2 団体を取り上げること
に関し、両理事長の了解を得ている。
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2.　千葉県 NPO2 団体の事例分析
（1） NPO–A
① 事業実績
NPO–A は 2006 年に設立され、2016 年に設立 10 周年を迎えた。2017 年 6 月までの
過去 11 年間に法定後見 949 件（延べ）、任意後見 91 件（延べ）を受任し、終了した
案件を除き、法定後見 646 件、任意後見 68 件が実稼働している（2017 年 6 月現在）。
2013 年に千葉市より認定 NPO の認証を受けている。
聞き取り調査では、千葉県社協が法人後見をあまり積極的に引き受けていないので、
NPO–A が法人後見の受け手となる事業方針を打ち出したことを確認した。そして、
NPO–A は、家裁から依頼される後見案件をすべて引き受ける努力をしてきた。後見
案件の中には、財産が全くない人、受刑者、生活保護者、精神障害者など困難事例が
多数含まれており、中には後見報酬の収受されない案件もある。困難事例を担当する
会員の負担は相当に重いが、NPO–A が弁護士などと共に当該会員を支援している。ま
た、NPO–A が NPO 会員に支払う報酬（委託料）は、どの事案も一律同額である。こ
れは会員間に、担当する事案による不公平感を持たせないように配慮したものである。
NPO–A は千葉本庁・支部・出張所 9 ヶ所の家裁に加え、水戸、浦和、東京、横浜の各
家裁から広く後見案件を受任している。また、習志野市、鎌ヶ谷市、山武市の市民後
見人養成講座を業務受託している。
② 活動理念
NPO–A は、成年後見制度の基本理念である自己決定の尊重、残存能力の活用、ノー
マライゼーションを NPO の活動理念とし、「すべての人間は、自由であり尊重されな
ければならない。すべての人間は、平等であり決して差別されてはならない。支援を
必要とするすべての人間の権利と財産は守られねばならない。」の実現を目指している。
この活動理念の下に、NPO の業務方針が、代表理事以下の理事と 3 つの委員会（後見
推進、業務監督、財産管理）により組織的に決定される。代表理事は、設立当初から
手探りで NPO–A の運営を行い、活動理念を NPO 会員に理解して貰えるように毎月 2
回の勉強会を実施してきた。これを 11 年間継続し、今では活動理念が会員全員に理解
されるようになったと述べている。
③ 事業の特色
NPO–A は千葉県庁近くに事務所を構えている。NPO–A の会員 60 名（2017 年 6 月
時点、男性 38 名、女性 22 名）は、地元の地域包括支援センターなど現場に出向き、
定期的に後見需要を調べている。代表理事によれば、各地の地域包括支援センターや
ケア・マネージャーが現場情報を良く把握しており、こうした福祉関係者とのチーム
力が NPO として何より重要であると言う。また、賛助会員（個人・団体）が 177 名居
る。数年前より、NPO–A 本部は本人より預かった預金通帳の集中事務管理を行ってい
る。この方式は、会員から安全であり事務合理化も兼ねると喜ばれ、家裁からは安全
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性の高い財産管理手法と評価されている。これは NPO–A の実施した業務改革の成果
である。NPO–A の特徴は、法人後見の特性を生かした本部中心の組織的な管理体制を
整えていることである。会員は行政書士が多数を占め、市民後見人、社会福祉士、司
法書士などが居る。NPO–A の会員は、実務に精通したベテランが育っている。現在
60 名の会員を将来は 100 名に増やし、1,000 件をこえる法定後見受任を達成すること
が、NPO–A の当面の目標である。
（2） NPO–B 
① 事業実績
NPO–B は、東京大学市民後見人養成実証プロジェクト（以下、「東大プロジェクト」
とする。）の修了者が中心となって 2011 年に設立され、設立 6 年を迎える。我孫子、
柏、松戸、流山、野田、鎌ケ谷市を対象とし、現在までに法定後見 17 件、任意後見 5
件、見守り契約 2 件を引き受けている。2014 年に認定 NPO（千葉県）となり、2015
年には野田市社協から市民後見人養成講座、2016 年には同社協からフォローアップ講
座を業務受託した。また、放送大学の教材『新訂　NPO マネジメント』（2017 年 3 月
発行）に、成年後見制度を利用した市民による地域づくりの好事例として紹介された。
② 活動理念
NPO–B の活動理念は、「私たちは、『市民が市民を支える社会』をめざします」であ
る。これは市民後見人の理念である。NPO–B は、この標語をホームページ、事業報告
などに表記している。そして、2016 年 5 月の 5 周年記念総会では、理事長が次の通り
述べている。
「私たちが暮らす地域では様々な課題が山積し、これらを解決するために行政を含め
た地域社会の工夫や力量が問われる時代を迎えています。なかんずく、認知症高齢者
や「親亡きあと」の障害者の支えを家族だけが担う仕組みから、地域住民や医療・保
健・介護を担うさまざまな関係者を含めて地域全体で支えていくという歴史的な大転
換が始まっています。そして、それを可能にするための制度として成年後見制度があ
り、それを実現する担い手として市民後見人が存在するのです。時代が高い社会貢献
意欲と倫理観を備えた良質な市民後見人を求めているのです。」この言葉は、NPO–B
の市民後見 NPO としての活動理念を明確に示している。　
③ 事業の特色
NPO–B には 139 名の正会員のほか、事業を財政支援する 108 名の賛助会員がいる
（2017 年 3 月末時点）。市民後見人養成講座やスキルアップ講座を定期的に開催し、成
年後見をテーマとする講演会を開催している。地元の市民後見人候補を養成し、その
後実習でスキルアップさせ、徐々に実績を上げてきた。NPO–B は、東大プロジェクト
修了者として、東大および行政、社協等との積極的な連携を標榜している。NPO–B が
主催する講演会に、東大教授や法曹関係者など有識者を講師として招いている。各市
役所、社協、地元の弁護士、司法書士、福祉団体との関係を重視している。市民後見
人の団体として地域連携の一層の強化を目指し、2015 年度以降、福祉医療機構（WAM）
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の助成事業として「地域後見推進事業」を実施し、この事業をさらに強化すべく「経
営の自立体制の確立」を事業目標に挙げている。また、将来の中期構想として、高齢
者や障害者支援の政策提言、成年後見の専門集団を目指す、地域後見センターの新規
設立構想の 3 点を挙げている。
（3） 共通要素
両理事長の聞き取り調査により得られた NPO2 団体の強みと課題は、次の通りである。
〈強み〉
 • 成年後見 NPO としての適格性
 • 明確な活動理念と高い倫理性
 • 理事長の指導力と組織的な運営
 • 不断の人材育成と年度別経営計画の策定
 • 地元の公的機関、諸団体との協力体制
〈課題〉
 • 人材である NPO 会員の高齢化に伴う世代交代
 • 任意後見、障害者後見への新たな取り組み
 • 収益の安定と NPO の継続性確保
 • 市民後見人の受任拡大
3.　法人後見NPOの役割と課題
NPO2 団体の事例分析を踏まえ、法人後見 NPO の役割と課題全般に関して考察を行う。
（1） 法人後見の役割
① 困難案件の引き受け
中野（2016：234）に「介護保険が実施され新しい成年後見制度の運用が始まってい
くと次第に俗にいう困難案件が散見するようになり、行政関係者をはじめとするとこ
ろから、このような困難案件のための後見制度として多職種が協力できる法人後見の
必要性が強調されるようになっていった。そのため、2005 年度に入るや弁護士会北九
州部会の高齢者・障害者委員会と北九州市との間で法人後見のための組織作りを検討
することとなった。」とあり、これが契機となり北九州成年後見センター「みると」が
2006 年 4 月に発足した。NPO–A も同じ年に設立され、困難案件を引き受ける努力を
している。困難案件の引き受けには、後見人の経験や知見にくわえ、弁護士など専門
職を含めた NPO の組織的支援が必須となる。法人後見では、専門職を含めた組織的な
支援体制を組んで困難案件に取り組んでおり、社会的に重要な役割を果たしている。
② 市民後見人と専門職後見人の多職種連携
NPO–A が法人受任し、会員の専門職（おもに行政書士）が後見人等を担当するのに
対し、NPO–B は会員の市民が後見人等を担当している。現在までのところ、NPO–A
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の受任件数は全国一多いが、NPO–B の受任数はそれほど伸びていない。これは NPO–
B に限らず、全国的に市民後見人の受任件数が極めて低い水準にあるためである。こ
の意味で、市民後見人候補者を抱える NPO にとって、家裁は一種の壁となっている。
NPO–A も少数ながら市民後見人会員を抱えており、今後会員の世代交代が進むにつれ
て、専門職から市民へと後見人材の転換が求められる。このため、NPO–A も今後の家
裁の市民後見人選任動向について強い関心を持っている。
埼玉県飯能市議会は、2014 年飯能市市民後見推進審議会条例を制定し、飯能市の市
民後見人を法人後見を受任した社協がパートタイマーとして有償で雇い入れる仕組み
を作った （9）。現在 10 件が稼働している。法人後見の下、専門職と市民が後見人として
活用される機会を与えられ、将来は専門職から市民へ後見人を途中でリレーする方式
を採用することも必要になると考えられる （10）。現時点では法人後見の専門職と市民の
多職種連携はまだ実現していないが、後見需要増加が見込まれる将来には有効な手段
になりえるものと考えられる （11）。
③ 後見等の継続性確保
NPO–A の場合、受任する成年後見事案の 8 割が認知症ケースである。認知症の場合、
認知症の症状が現れてから重度化し終末期を迎えるまでに、個人差はあるが、相当の
年数が経過する。この期間を通して後見に継続的に従事することが求められる。成年
後見人の平均年齢は、東大の調査結果によれば、50 歳～60 歳以上の割合が高いので、
急な病気などで後見業務を担当できなくなる場合も出て来る。こうした際に、法人後
見であれば担当を交代させ、後見業務を維持することが可能である。また、本人と後
見人の相性が悪く折り合いがつかない場合に、担当の交代が可能である。このような
理由から、法人後見が個人に比べて成年後見の継続性確保 （12）に一等優れていると考え
られる。親亡き後の知的障害者の後見の期間はさらに長期にわたるが、原則的に認知
症の場合と同様の見解が成り立つと考えられる。
（2） 法人後見NPOの課題
① 法人後見 NPO のメリット・デメリット
法人後見のメリットは、法人内に成年後見人の交代可能な人材が居ることにより、
成年後見の継続性が確保されやすいことである。くわえて、法人内に後見補佐実習の
機会があること、法人内で後見経験者や専門職から有益な情報が得られること、法人
が付保する損害賠償保険により会員の賠償リスク対策が講じられること、法人の実績
や信用を基に成年後見人に選任されやすいことが挙げられる。
一方、法人後見のデメリットとして、成年後見の担当が固定されず本人に対して成
年後見人の顔が見えにくく、責任の所在が曖昧になりがちであること、個人に比べて
意思決定に時間がかかることが従来指摘されてきた （13）。しかし、この点は成年後見人
の担当を固定させて本人に顔が見えるようにして責任を明確化させ、かつ NPO の管
理能力向上により即応的な決定ができれば、埋め合わせ可能である。実際、NPO–A/
B ともに、この点に対応できている。従って、前述のデメリットは、成年後見を受任
する適格性のある NPO では克服可能と考えられる。成年後見人の平均受任期間は 3 年
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余 （14）であるが、この期間を通じて成年後見人の業務責任を確実に果たすためには、成
年後見人が個人よりも法人の方が、継続性を確保し安定性を担保できると考えられる。
② 法人後見 NPO の課題
法人 NPO の課題は、NPO の財務基盤と経営能力である。事業を安定的に継続させ
るためには、NPO の財務基盤の強化と経営能力の向上が必要である。家裁の報酬ガイ
ドラインに基づく後見報酬は、本人の財産額に拠るが、月額 2 万円～4 万円と NPO 収
入としては少額であり、しかも NPO が家裁に対し、前年度の受任実績に基づく報酬申
立を行い収受する事後請求方式である。このため、NPO は後見報酬のみでは運営が難
しく、財務基盤は一般的に脆弱である （15）。従って、会員（正会員、賛助会員）の勧誘
と会費の収受、公益団体の助成金、地元企業や篤志家の寄付、行政の財政支援、市民
後見人養成講座の受託や講演会収入など事業収入を総合的に組み合わせ、安定的な収
益を確保することが必須となる。
行政と密接な関係にある社協に比べ、NPO の基盤は脆弱である。NPO 組織を強化
して、安定したサービス提供が可能になる組織基盤を整備する必要がある。この点で、
NPO–A/B のように地元の公的機関や諸団体と密接に連携することは重要である。さ
らに、区市町村や都道府県単位で NPO 間の連携を実現し、情報共有、困難案件の学
習、専門職との連携などの幅広い NPO 間の地域協力体制を構築することが、NPO の
組織力強化に資すると考えられる。また、NPO のガバナンスは、企業と同様に、透明
性（transparency）、説明責任（accountability）、法令遵守（compliance）などのコンプ
ライアンス基本原則に忠実に従い、ステークホールダーの信用と信頼を獲得すること
が重要である。
4.　今後の展開 ─ 企業、NPO、市民の協働プロジェクト
（1） NPOと企業CSRの協力
社会貢献を目標とする NPO が継続性確保の観点から事業収益を求め、事業を生業
とする企業が社会的責任（CSR）の観点から社会貢献を通じて社会性を追求している。
この際、両者を合理的に結び付けることが望ましいと考えられる。すなわち、NPO
と企業が、事業性と社会性で協力しあい、NPO の事業性は改善し、企業の社会性は
NPO を通じて実現する可能性がある。従来の大手上場企業の社会貢献は、教育、学
術・科学、健康・スポーツ、芸術・文化、地域貢献の 5 分野が主であり、福祉や人権
の分野は限定的であった （16）。しかし、企業が社会福祉や人権の領域を支援する事例が
出てくるようになった。以下に 2 つの事例を示す。
事例 1:
 品川区の信用金庫 5 行が共同出資により、一般社団法人しんきん成年後見サポート
を 2015 年 1 月に設立し、信用金庫を定年退職した職員が後見人等となり、2017 年 6
月時点で後見 13 件、保佐 4 件、補助 1 件、任意後見 14 件を受任している （17）。この
法人は金融界初の成年後見法人である。
— 90 —
事例 2:
 西武信用金庫の定年退職者 5 名が中心となって、NPO 法人市民後見サポートセン
ター和（なごみ）を 2015 年 4 月に設立した。西武信用金庫は、同年 5 月、同法人と
包括的連携・協力協定を締結し、活動資金を寄付するとともに「今後は、事務所の
提供等を含めたバックアップ体制を整え、地域社会の市民後見 NPO 法人と地域金融
機関との協働モデルを実行してまいります。」と HP に発表した （18）。
上記事例は、信用金庫と一般社団法人／ NPO の協力の動きである。今後は市民社
会と対話できる企業の価値が向上すると見られているため、企業と市民社会の対話が
重要になる （19）。その中で、企業と市民社会を接続する NPO の役割が重要になる。例
えば、上記事例 2 のように、信金の定年退職者が NPO を設立し、信金が NPO を資金
面で支援すれば、NPO を通して間接的に企業と市民社会の対話が成立する。一歩進め
て、企業で働く従業員が退職後の社会活動を在職中に計画し、企業が従業員の定年後
の人生設計を支援すれば、当該企業に親和的な NPO が立ち上がり、企業と市民社会を
スムーズに接続するようになる （20）。この結果、企業、退職者、市民社会の三方よしの
仕組みを作ることができる。またこの方式は、将来国際的な NGO を通じて、民間の
国際協力にも応用できる可能性もある。
（2） 企業、NPO、市民の協働プロジェクト
東証一部上場企業 5 社の役員および幹部社員を対象に、企業が成年後見 NPO に対
して財政支援やシニア人材の派遣を行う可能性について意見聴取した （21）。その結果、
「成年後見は企業の業務と親和性が薄いため、直ちに企業側から支援することにはなら
ないが、企業が福祉・人権の領域において社会的貢献を行う社会的な必要性があるこ
と （22）について認識している。」との前向きの回答を得た。企業と NPO には実際上距
離があるので、企業と NPO の間に介在し両者を結び付ける中間法人の役割が重要であ
る。中間法人には、厳格な中立性や公正性が求められる。たとえば、東大大学院教育
研究科牧野研究室と「地域後見推進プロジェクト」を共同研究している一般社団法人
地域後見推進センターが、中間法人の役割を果たすことが一案として考えられる。
NPO と企業 CSR が協力すれば、NPO の中で市民後見人と専門職後見人の連携が展
開される可能性が出てくる。まず、専門職後見人には、法律職（弁護士、司法書士、
行政書士など）と福祉職（社会福祉士、精神保健福祉士など）があり、法律職後見人、
福祉職後見人の横断的連携の組合せが可能となる。さらに、銀行や保険など金融業の
経験者が市民後見人として加われば、在職中の実務経験を退職後に生かすことがで
きる。この仕組みができると、「企業 ─ NPO ─ 成年後見人（市民後見人 ─ 法律職後見
人 ─ 福祉職後見人）の協力関係」が成立する。これを「企業、NPO、市民の協働プロ
ジェクト」と呼ぶことにしたい。
5.　おわりに
NPO は、困難案件を含む社会的な後見需要に対応し、2010 年以降、受任件数を徐々
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に増やしてきた。法人後見を受任する千葉県 NPO2 団体の分析を基に、NPO 運営に必
要な強みと課題の共通要素を導出した。法人後見の特性である継続性の確保は、NPO
の財務基盤と経営能力の向上を実現することにより達成される。そこで、今後の展開
として、NPO が企業 CSR と協力して財務基盤の強化を達成し、企業は NPO の後見
活動を通じて社会貢献を行う互恵関係の構築可能性を、2 つの事例を示し提案した。
NPO は、市民後見人と法律職・福祉職の専門職後見人を会員とし、これらの後見人材
の横断的連携を実現することが出来る。以上のような仕組みの中で、法人後見 NPO は
今後これまで以上に重要な社会的役割を果たしていくと考えられる。
■註
（1） 本稿は 2016 年度修士論文「成年後見制度と意思決定支援の社会デザイン論考～『自己決定
権』と『本人の保護』の調和を求めて～」第 5 章を修正・加筆したものである。
（2） 「親族後見」とは、配偶者、親、子、兄弟姉妹、その他親族による後見を指す。
（3） 「第三者後見」とは、配偶者、親、子、兄弟姉妹、その他親族以外による後見を指す。
（4） 2016 年の第三者後見の内訳は、司法書士（9,408 件）、弁護士（8,048 件）、社会福祉士
（3,990 件）、その他法人（1,274 件）、行政書士（799 件）、社会福祉協議会（907 件）、市民
後見人（264 件）、その他個人（173 件）、税理士（67 件）、精神保健福祉士（32 件）となっ
ている（最高裁判所事務総局家庭局「成年後見関係事件の概況　平成 28 年 1 月～12 月」  
http://www.courts.go.jp/vcms_lf/20160427koukengaikyou_h27.pdf　2017 年 6 月 1 日アク
セス）。
（5） 前掲註（4）「概況」による。
（6） 法人後見は、民法 843 条 4 項、876 条の 2 第 2 項、876 条の 2 第 2 項にて間接的に明文で
認められた。
（7） 西森（2013）は、成年後見問題研究会および成年後見小委員会の審議記録の分析によりこ
の結論を導き出している。
（8） 法人後見の受任件数（カッコ内は全受任者数に占める割合）は、2011 年 1,122 件（3.8％）、
2012 年 1,709 件（5.3 ％）、2013 年 1,976 件（5.9 ％）、2014 年 2,498 件（7.3 ％）、2015 年
2,596 件（7.4％）2016 年 2,627 件（7.6％）となっている。出所は前掲註（4）と同じ。
（9） 『実践成年後見』51：1 の「飯能市市民後見推進審議会条例の制定」にて、飯能市介護福祉
課長は、「市民後見を市民、市、社会福祉協議会が協働で推進すること」が条例制定の目的
であると述べている。
（10） NPO 法人名古屋成年後見センターは、2014 年 7 月までに 28 名の後見事案を受任している。
石川理事長はこの経験を著作（石川 2014）に書き、行政の市民後見人養成と登録バンク制
度を批判している。その理由は「行政が市民後見人を養成することには無理があり、行政
が養成にかけた費用と市民後見人の受任者数を比較すると、費用対効果からみて著しく不
経済であり、これでは徒に行政の肥大化を招く恐れがある」ことである。同理事長は「地
域住民がリーダーシップを取って NPO を作り、その NPO が法人後見人として活動をおこ
ない、それを行政が財政支援するのが理想だ。」と述べている。
（11） この点について、北九州成年後見センター HP(http://www.miruto.info 2017 年 6 月 1 日ア
クセス）「の「みると通信」第 30 回」に「法人後見における多職種連携について」（2012
年 3 月 19 日付け）が掲載されている。ここでいう多職種連携は、法律職（弁護士、司法書
士、行政書士等）と福祉職（社会福祉士、精神保健福祉士等）が連携して業務に当たる体
制をとることを指している。また、リレー型事務分掌ほかの多職種連携の組合せモデルに
ついては、上山（2016：244）に詳しく述べられている。
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（12） 西森（2015）は、法人後見の役割として認知症高齢者に対する成年後見を例に上げ、成年
後見における継続性の確保、法人後見における継続性確保のあり方について詳細に論じて
いる。本稿は西森（2015）の結論によっている。
（13） 成年後見制度研究会（2010：13）にこの点が指摘されている。当時は法人後見の選任は受
任数全体の 2％と非常に少なかったため、実例からの情報フィードバックが十分になされ
ていなかったと推測される。
（14） 東京大学市民後見研究実証プロジェクト（2013）によれば、成年後見の平均期間は 3 年 2
か月である。
（15） 西田（2016：8）は、神奈川県下の法人後見受任実績のある 3NPO 法人へのインタビュー
調査を通じ、結論の中で次のように論じている。「③法人の事務管理・運営費の公的支援法
人後見のメリットは永続性が挙げられることが多いが、財政基盤が盤石だとは言い難い。
行政関与の社会貢献型法人とは異なり、後見報酬だけでは法人運営に必要な管理費の捻
出は困難である。法人後見にどのようなケースの受任を期待するのかによるが、チームで
の後見が望ましい支援困難ケースも含めるのであれば、少なくとも成年後見利用支援事業
の弾力的な運用が望まれる。さらに、行政による法人運営への支援も期待するところであ
る。」
（16） 日本経団連（2013）によれば、教育、学術・科学、健康・スポーツ、芸術・文化、地域貢
献の主要 5 分野で全体の 65％を占め、福祉と人権は全体の 6％にすぎない。
（17） 品川区の 5 信用金庫（さわやか信用金庫、芝信用金庫、湘南信用金庫、城南信用金庫、目
黒信用金庫）が正会員となり、2015 年 1 月 21 日に設立された。（http://www.shinkin-
support.jp　2017 年 6 月 1 日アクセス）齋藤（2016）によれば、「すでに神奈川、静岡、広
島等の各地の信用金庫でも同様の取組みの検討が開始されている。」
（18） 西武信用金庫 HP http://www.seibushinkin.jp/info/npo_nagomi_201505.htm（2017 年 6 月
1 日アクセス）
（19） 日本貿易振興機構アジア経済研究所（2015）は、2015 年 3 月開催のセミナー報告の中で
企業と市民社会の対話の拡充の必要性を指摘している。また蓮見（2006）は、第 1 節にて
「企業と市民が対話する『新しい公共領域』の出現」を指摘している。
（20） 亀井（2014）は、企業の「社会課題解決への貢献」と「事業活動への貢献」の統合を図る
ことが CSR 活動の役割と据えている。こう考えると、CSR は長期の視点で取り組む企業の
経営方針と密接に関連する。
（21） 2016 年 9 月実施。聞き取り調査の結果および調査票は紙面の関係で略した。
（22） 企業の社会性を市場で調査し、事業や企業広告に結び付ける Social Marketing の手法があ
る。Social Marketing は、現代社会が直面する社会的課題に取り組む方策を相対的に考え
ることであり、米国の Kotler、Lazer、Zaltman によるマーケティング理論の展開と適用範
囲の拡大により、企業や他の主体の責任や義務を検討する枠組みを提供した。
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